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中層建物直結直圧式給水取扱要領 

制定 平成 15 年 9 月 1 日 

改正 平成 16 年 8 月 1 日 

 

（目的） 

第１条 この要領は，直結直圧式給水方式（以下「直圧給水」という。）による給水

対象範囲の拡大に伴う給水サービスの向上と５階建てまでの中層建物に直圧給水

を認める場合の適正な施行を図ることを目的とする。  

（定義） 

第２条 直圧給水とは，５階建てまでの建物に対して配水管の水圧を利用して直接

給水することをいう。 

（適用基準） 

第３条 給水区域内の５階建てまでの建物で次の基準に適合するものに限り，直圧

給水とする。 

２ 対象動水圧は，建築しようとする３階以上５階建てまでの建物の配水管の最小

動水圧が年間を通じて，次のとおりの水圧を確保されていること。  

⑴ 0.294Mpa（3.0 ㎏ f/c ㎡）以上の最小動水圧が確保されている区域は５  

階まで可能とする。 

⑵ 0.245Mpa（2.5 ㎏ f/c ㎡）以上の最小動水圧が確保されている区域は４  

階まで可能とする。 

⑶ 0.196Mpa（2.0 ㎏ f/c ㎡）以上の最小動水圧が確保されている区域は３  

階まで可能とする。 

３ 対象建物全体の計画一日最大使用水量は，５０立方メートル以下とする。 

４ 対象給水器具の高さは，次のとおりとする。  

 ⑴ ５階に設置する給水器具の高さは，最も高い所の給水器具の高さが分岐  

する配水管布設道路面から１５ｍ以内である。  

 ⑵ ４階に設置する給水器具の高さは，最も高い所の給水器具の高さが分岐  

する配水管布設道路面から１２ｍ以内である。  

 ⑶ ３階に設置する給水器具の高さは，最も高い所の給水器具の高さが分岐  

する配水管布設道路面から９ｍ以内である。  

５ 直圧給水の分岐可能な対象配水管は，口径５０㎜から３００㎜までとする。  

また，分岐対象配水管の口径が７５㎜未満の場合は，３階建てまでとし， 

原則として管網が形成されていること。  

６ 分岐給水管は，口径２５㎜以上とし，分岐される配水管口径より小さい口  
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径とする。 

７ 建築規模による給水管取り出し口径の決定は，資料１「建築規模による取り出

し口径」の表２による。 

（設計時の基本条件） 

第４条 計画一日最大使用水量の決定は，建物の用途及び水の使用用途，使用  

人数，給水栓数等を考慮した上で一日最大使用水量，並びに，同時使用水量の決

定にあたり，使用実態に応じた水量を設定する。また過度にならない範囲で安全

を期した計算方法による。 

２ 瞬時最大使用水量の決定にあたっては，資料１給水戸数と瞬時最大使用水量

｢優良住宅部品認定基準｣（BL 規格）表１により算定する。 

３ 給水管口径の決定は次のとおりによる。 

 ⑴ 分岐給水管の口径は，分岐配水管の水量，水圧等の供給能力の範囲で，  

計画使用水量を確保できる口径とする。 

 ⑵ 分岐給水管内の最大流速は，2.0m/sec 以下となる給水管口径とする。 

（中層建物の給水装置） 

第５条 配水管から分岐し敷地内に引込む給水管に，官民境界から１ｍ前後の  

位置に制水弁，または止水栓を設置する。  

２ 給水管の末端口径は，管ロスの低減を考慮し余裕のある口径とするため，  

取付けメータ口径より２サイズ上とし，最上部には停滞空気が滞留しない構  

造とするとともに必要により止水弁及び吸排気弁・排泥弁を設置する。     

なお，設置に当たってはメンテナンスに必要なスペースを確保する。  

３ 吸排気弁からの排水については，必要な排水設備を設ける。  

４ 給水管の立ち上がり部分には，スリースバルブ及び逆止弁を設置する。 

５ 取付メータの一次側には本市指定の逆流防止弁付ボール止水栓を取付ける。  

６ 衝撃防止及び凍結防止のための必要な措置を講ずること。  

（給水方式の併用） 

第６条 直圧給水及び貯水槽方式の併用を行う場合には，次の項目によること。  

⑴ 同一敷地内への給水管取出は，一箇所が原則であるが，直圧給水・貯水 

槽併用の場合は，それぞれ各方式別に独立した別の取出をすることができる。  

 ⑵ 給水方式の併用をする場合は，直圧給水及び貯水槽方式の給水管口径の決定

に違いがあり管内流速もそれぞれ違うため，取出位置の決定には十分に留意す

ること。 

 ⑶ 併用方式の維持管理を容易にするため，パイプシャフト内等に配管が混在す

る場合は給水方式が識別できるよう明示すること。  
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 （複数の給水管の取出） 

第７条 複数の棟が混在する大規模な集合住宅に給水する場合は，次の項目に  

よる。  

⑴ 同一敷地内への給水管取出は，一箇所が原則であるが，一箇所の給水管 

で不可能な場合は，各棟ごとにそれぞれ独立した別の取出をすることができる。 

 ⑵ 複数の取出をする場合は，取出位置の決定には配水本管口径及び給水管口径

を十分に考慮し，配水本管の動水圧に影響のないよう留意すること。  

（既存建物への対応） 

第８条 既存の５階建物以下の所有者が直圧給水を行う場合には，次の条件を満た

さなければならない。 

 ⑴ 水圧（７.５㎏ｆ/c ㎡）において５分間以上の水圧試験を行い，漏水等の異常

が認められないこと。 

 ⑵ 原則として新設の配管・給水器具等とする，既存の配管・給水器具等を使用

する場合，耐用年数等を十分に考慮し，再使用する部分を最小限にすること。 

 ⑶ 露出配管の防寒被覆及び揺れ止め等の施工を行うこと。  

 ⑷ 水道事業管理者(以下「管理者」という。）が行う直圧給水前及び直圧給水後

の水質検査の結果に基づき，管理者が指示する必要な措置を講じること。  

（保守管理） 

第９条 第一止水栓より二次側の給水装置の管理責任は，所有者にあり，漏水及び

給水装置の故障修理等は所有者の責任でこれを行うこと。  

（事前協議） 

第 10 条 中層建物の直圧給水の申請を行う者は，管理者に，中層階直圧給水事  

前協議申請書（第１号様式）及び必要添付図書を提出する。  

２ 管理者は直圧給水の可否を調査し，中層階直結給水事前調査報告書（第２号様

式）にて協議を行い，可否について回答する。ただし，不可とされたものについ

ては，必要に応じて理由を付するものとする。  

３ 申請を行う者は，可否の結果に基づいて，給水装置の設計を行わなければなら

ない。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要領は，平成 16 年 8 月 1 日から施行する。 

（旧要領の廃止） 

２ 「３階建直圧給水取扱要領」（平成８年４月１日施行）は，廃止する。  


